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研究成果の概要（和文）：本研究では，(1)施設園芸農家の実態調査に基づいて，農作物生産におけるエネルギー・物
質フローを解明した上で，LCAの手法を用いてGHG排出量を推計した．(2)栽培管理プロセスの加温機更新に関して7つの
比較ケースを設定し，設備更新とバイオマス資源利用によるGHG削減効果を評価し，炭素クレジット創出ポテンシャル
を明らかにした．(3)過去のCO2削減努力の違いが，炭素クレジット制度を活用してボイラを更新した際に得られる金銭
メリットに与える影響を分析するため，過去の設備更新に関する4つのパターンと技術選択に関する5つのケースを設計
した上で，CO2削減量とエネルギーコスト削減額，投資回収年数を比較した．

研究成果の概要（英文）：In this research, (1) the energy and material flows in the glasshouse 
horticulture of flowers and ornamental plants were identified based on the field and interview survey at 
a specific site located in Arida district of Wakayama Prefecture, Japan. In addition, a quantitative 
analysis was conducted to estimate the GHG emissions derived from each energy and material consumed in 
cultivation process, applying Life Cycle Assessment (LCA). (2) Seven alternative options of heating 
equipment used in glasshouse horticulture was developed and then evaluated GHG emissions reduction 
potential through introducing low-carbon equipments in substitution for conventional oil boiler and 
utilizing woody and waste biomass for fuel. (3) The effects of early action to reduce CO2 emissions in 
greenhouse horticulture on benefits from utilization of carbon credit scheme was evaluated.

研究分野： 環境システム

キーワード： バイオマス　低炭素技術　施設園芸　LCA　炭素クレジット　温室効果ガス
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年，原油や天然ガスなど輸入化石燃料の

価格が高騰し，産業活動に深刻な影響を及ぼ
している．加えて，そのコスト増分は製品価
格に内部化される形で最終消費者に転嫁さ
れる．このことは，重油や軽油などにエネル
ギー源を依存する農業生産も例外ではない．
農業生産の担い手の減少や高齢化が進むな
か，こうした利益の圧迫は農業経営の存立基
盤に関わる問題である．また，食料は日々の
暮らしや生存に不可欠であるため，エネルギ
ー供給不安に備えて農業生産におけるエネ
ルギー安全保障を確保することは，健全な地
域・都市生活を営む上でも重要な課題である． 
一方，地球温暖化対策の面でも，第二次産

業に比べると，第一次産業におけるエネルギ
ー使用の合理化は必ずしも進んでいるとは
言えない．この一因として，農業生産者にと
って設備の初期費用が負担となることから，
低炭素設備や省エネルギー技術の導入が十
分に進んでいないことが挙げられる．新成長
戦略において成長分野として掲げられてい
る「グリーン・イノベーション」では，「低
炭素社会型農林水産業システムの構築」が農
林水産分野における主要推進項目の一つの
柱と位置づけられているだけに，農業生産シ
ステムの低炭素化に寄与する技術選択と制
度設計に関する科学的知見の充実が求めら
れよう． 
現在，わが国では大企業が資金や技術など

を提供し，中小企業等がおこなう温室効果ガ
ス（GHG: Greenhouse Gas）排出削減の取
り組みを支援して，その排出削減量を取り引
きする「国内クレジット制度」（国内排出削
減量認証制度）が運用開始されている．この
制度では，設備導入・更新費用の 3 分の 1 な
いし 2 分の 1 が，国や地方自治体からの補助
金によって賄われている．そのため，継続的
に低炭素投資を促進させるには，補助金に依
存することなく，初期費用を支援する投資側
にも設備を導入する生産者側にも便益が生
じる，経済的自立性を伴ったスキームの設
計・評価が肝要である． 
 
２．研究の目的 
 和歌山県を対象地域として，地域循環資源
を活用して農業生産の低炭素化を図る地域
グリーン・イノベーションの先導モデルを構
築し，その促進を支える低炭素投資の制度的
枠組みを設計・評価することを目的とする．
そのために，まず申請者らによる先行研究で
明らかにされた生産施設の基礎的なエネル
ギー・物質フローに基づいて，導入する設
備・技術のオプションを設計する．ここでは，
エネルギーの利用効率を高める省エネ技術
に加えて，地域内に賦存するバイオマス資源
を電力・重油等の代替として利用する技術シ
ステムを取り上げる．バイオマス資源の収
集・転換プロセスを含めたシステム全体に
LCA（Life Cycle Assessment）の手法を適用

し，低炭素設備の導入に伴う GHG 排出削減
ポテンシャルを定量的に明らかにする．あわ
せて，これら低炭素設備への投資の直接費用
および便益を算定する． 
次に，農業生産の低炭素化がもたらす便益

の拡大，すなわち排出削減や森林吸収に伴う
炭素クレジットの取引や，農産物市場での価
格プレミアム支払いの増加機会などを組み
込みながら，費用便益面から低炭素投資スキ
ームの成立可能性を評価する．また，国や自
治体からの補助金投入を最小化し，投資側と
生産者側の双方に経済的なメリットが生じ
る要件を明らかにする． 
 
３．研究の方法 
(1)低炭素設備ごとの GHG 削減ポテンシャル
評価 
調査対象地は，和歌山県の有田川流域（二

級河川）を含む JA ありだ管内の有田市，有
田川町，湯浅町，広川町の 1 市 3 町とした．
JAありだ管内の耕地面積の約9割で柑橘類が
栽培されており，温州ミカンが主要品目とな
っている．また，有田川流域の平坦地ではハ
ウスミカンの栽培も盛んであり，柑橘類の周
年出荷・供給が可能となっている．花卉類は，
全国屈指のスプレーギクを始め，スイートピ
ー，トルコキキョウ，カーネーションなどが
栽培されている．JA ありだ管内のハウスミカ
ンやスプレーギクなどは施設園芸により栽
培されるため，露地栽培に比べてエネルギー
投入量が大きい．また，この地域には園芸用
ガラス室，ハウス等が多数存在する．これら
の理由から，本研究課題では地域内の施設園
芸（品目：スプレーギク）を対象とした． 
研究協力農家の施設の現地調査をおこな

い，エネルギー消費設備の種類や数，仕様，
稼働実績などを把握した．さらに，必要に応
じてインタビュー調査や根拠資料の査閲も
実施した．以上に基づいて，農作物生産にお
けるエネルギー・物質収支を明らかにし，現
地調査で得られたプロセスごとの投入量に，
単位あたりのエネルギー消費およびGHG排出
原単位を乗じ，施設園芸における GHG 排出量
を推計した．その上で，加温機更新による栽
培管理プロセスの低炭素化に関して次の技
術への更新ケースを設定し，GHG 削減ポテン
シャルを評価した． 
ケース 1：従来型重油焚きボイラ 
ケース 2：高効率重油焚きボイラ 
ケース 3：ヒートポンプ 
ケース 4：従来型重油焚きボイラとヒート

ポンプのハイブリット型 
ケース 5：木質チップ焚きボイラ 
ケース 6：木質ペレット焚きボイラ 
ケース 7：バイオオイル焚きボイラ 

 
(2)低炭素投資スキームの成立可能性評価 
低炭素型設備への投資に対する公的補助

金の有無や，(1)から算出される設備更新プ
ロジェクトによる炭素クレジットの売却益



を加味し，各ケースの費用便益を算定した．
その上で，投資判断の一つの基準となる法定
耐用年数：15 年を上回るケースに着目して，
補助率やクレジット単価の違いに対する投
資回収年数の変化を分析することを通じて，
投資回収年数が 15 年以下となる条件を明ら
かにした． 
 
(3)過去の CO2 削減努力が炭素クレジット制
度活用時の便益に及ぼす影響の分析 
早期実施者に配慮した制度設計の基礎的

知見を得るために，過去の自主的な CO2 削減
努力の違いが，クレジット制度を活用して設
備を更新した際に得られる経済的なメリッ
トに及ぼす影響を定量化した．具体的には，
まず過去の CO2 削減の取り組み方として，
1965～1995 年の期間における重油焚きボイ
ラへの更新パターンを複数作成した（表-1）．
その上で，(1)のモデル施設で必要となる熱
量と燃料消費量に基づいて，2009 年までの累
積 CO2 排出量を推計した．次に，すべてのパ
ターンが 2010 年にクレジット制度を活用し
て設備更新をおこなうものとし，その際の技
術選択に関する更新ケースとして高効率重
油焚きボイラ（更新ケース 1），ヒートポンプ
（ケース 2），既設ボイラとヒートポンプの併
用（ケース3），木質チップボイラ（ケース4），
木質ペレットボイラ（ケース 5）の 5 種類を
設定し，それぞれの CO2 削減量，エネルギー
コスト削減額，投資回収年数を算定した．以
上から，過去の CO2 削減努力の違いによる影
響を比較評価した． 
 

４．研究成果 
(1)低炭素設備ごとの GHG 削減ポテンシャル
評価 
 ケース別のGHG排出量の算定結果を図-1に
示す．設備導入により GHG 排出量が最も削減
できるケースは木質チップ焚きであり，次い
でヒートポンプとなる．木質チップ焚きにつ
いては，木質バイオマスで従来燃料を代替す
るため，燃焼に伴う GHG 排出量はカーボン・
ニュートラルによって計上されない．その結
果，ケース 1の栽培管理プロセス総 GHG 排出
量に対して 64％の大幅な排出削減を実現し
うる．また，木質バイオマスのなかでも，チ
ップ焚きとペレット焚きで排出量に差が生
じている．これは，木質チップ製造工程に比
べ，木質ペレット製造工程は多くのエネルギ
ー投入を必要とすることによる． 
ヒートポンプについては，消費電力の数倍

の熱を暖房に利用可能となる．このため，他
ケースでは熱効率が 80％程度であるが，ヒー
トポンプは 450％以上と効率に優れ，ケース
1に対して削減率 55％となる．また，下水汚
泥由来のバイオオイルを使用するケース7は，
高効率重油焚きと同じく削減率 13％となっ
た．この一因としては，バイオオイルの発熱
量が重油に比べて低いため，投入量が増加し
てしまうことが挙げられる． 
 
(2)低炭素投資スキームの成立可能性評価 
 炭素クレジットの創出ポテンシャルは，カ
ーボン・ニュートラルとなるバイオマスの木
質チップ焚き，木質ペレット焚き，バイオオ
イル焚きの削減量が大きく，24.1 t-CO2/y と
なった．続いて，ヒートポンプが 17.3 t-CO2/y，
ヒートポンプハイブリット型が 8.3 t-CO2/y
という結果が得られた．高効率重油焚きは
1.2 t-CO2/y と最も少ない削減量となった． 
木質チップ焚き，木質ペレット焚き，バイ

オオイル焚きの炭素クレジット売却益は，最
大でそれぞれ36,080円/y（1,500円/t-CO2），
72,160 円/y（3,000 円/t-CO2），96,213 円/y
（4,000 円/t-CO2）となることが明らかにな
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図-1 更新ケース別の GHG 排出量 

表-1 更新パターンの分類 

更新パターン 1965 年 1980 年 1995 年 

長期使用型 導入 更新なし 更新なし 

定期更新型 導入 更新あり 更新あり 

劣化更新型① 導入 更新あり 更新なし 

劣化更新型② 導入 更新なし 更新あり 

 



った． 
投資回収年数ではヒートポンプが最も短

く，補助なしで 7年，補助金（補助率：1/2）
および炭素クレジット売却益（単価：4,000
円/t-CO2）を加味すると 3 年となることがわ
かった．一方，ヒートポンプ以外の技術は，
補助金なしという条件下では投資回収年数
が 15 年を超えてしまう． 
 図-2 は，木質ペレット焚きを例に，補助率
と炭素クレジット売却単価の違いによる投
資回収年数の変化を分析した結果である．補
助なしで 84 年，補助金（補助率：1/2）と炭
素クレジット売却益（単価：4,000 円/t-CO2）
を考慮すると 19 年となることがわかった．
また，投資回収年数が 15 年以下となる条件
は，補助率：1/2 かつ炭素クレジット売却単
価：6,000 円/t-CO2 以上であることが明らか
になった． 
 
(3)過去の CO2 削減努力が炭素クレジット制
度活用時の便益に及ぼす影響の分析 
CO2 削減量の推計結果を図-3 に示す．技術

選択に関する更新ケースを比較すると，すべ
ての更新パターンでバイオマスボイラ，ヒー
トポンプ，ハイブリット型，高効率の順に削
減量が大きくなった．バイオマスボイラを除
くと，熱効率の高い代替技術の順になってい
る． 
更新パターン間の比較では，削減量はどの

ケースでも長期使用型が最も多く，1995 年に
設備を置き換えた定期更新型と劣化更新型
②で最小となる．つまり，2010 年の設備更新

時に性能の低いボイラを使用しているパタ
ーンほど，多くのクレジット認証量を得られ
ることになる．過去の設備更新の頻度や時期
によって，クレジット制度活用時の効果に差
が生じることがわかる．ヒートポンプを例に
取ると，その差は最大で 20 t-CO2/年であり，
単価を 1,000 円/t-CO2としたときのクレジッ
ト認証量に換算すると，2万円/年となる． 
 次に，エネルギーコスト削減額を図 5に示
す．削減額は，すべての更新パターンでヒー
トポンプ，ハイブリット型，高効率，木質チ
ップ，木質ペレットの順に大きくなった．木
質ペレットボイラでは，従来の重油以上に燃
料代がかかることになるため，すべての更新
パターンでエネルギーコストが増大する結
果となった．エネルギーコスト削減が最大と
なるヒートポンプの場合，更新パターン間の
差は最大で 34 万円/年となる． 
図-5 は，投資回収年数の算定結果である．

数値がマイナスになっているのは，投資回収
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図-2 炭素クレジット売却単価に対する投資回収
年数（木質ペレット焚きの場合) 

 

図-3 更新パターン・ケース別 CO2削減量 

 

図-4 更新パターン・ケース別コスト削減額 

図-5 更新パターン・ケース別投資回収年数 



できないことを意味している．更新パターン
ごとに見ると，長期使用型では高効率，ヒー
トポンプ，ハイブリット型，木質チップ，木
質ペレットの順に，定期更新型と劣化更新型
②ではヒートポンプ，ハイブリット型，高効
率，木質チップ，木質ペレットの順に，劣化
更新型①ではヒートポンプ，高効率，ハイブ
リット型，木質チップ，木質ペレットの順に
投資回収年数が短くなることが明らかにな
った．高効率ボイラは他の更新ケースと比べ
て初期費用が小さいため，エネルギーコスト
削減額が小さくても投資回収年数が短くな
ることもわかった． 
更新ケース間で投資回収年数を比較する

と，すべてのケースで 1965～2009 年の累積
CO2 排出量が最も多い長期使用型が有利とな
り，それに劣化更新型①，定期更新型・劣化
更新型②が続く結果となった．しかも，長期
使用型のパターンでは，更新ケースの中で
CO2 削減効果が最小である高効率ボイラへの
更新が，最も早く投資回収できることが明ら
かになった．つまり，過去の CO2 削減努力に
配慮しない制度では，設備更新を自主的・積
極的に行ってこなかった事業者が経済的に
有利になるばかりでなく，その事業者がクレ
ジット制度活用時に経済合理的に判断を下
せば，最も低炭素効果の小さい技術が選択さ
れることになる．過去に最も CO2 削減に努め
てきた定期更新型と，最も消極的であった長
期使用型の投資回収年数を比較すると，ヒー
トポンプへの更新の場合は 2年の差だが，高
効率ボイラだと 34 年もの差が生じる． 
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